
豪州の輸入食品に係る主な規制について

豪州輸入食品規制ポータル
（バイオセキュリティー検査、食品安全検査、プラスチック包装規制等）

2025年７月

在オーストラリア日本国大使館

JETROシドニー
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１．豪州の輸入食品規制の概要

（１）豪州の輸入食品検査に係る法律としては、以下の２法が存在。
①豪州のバイオセキュリティーを確保するための「バイオセキュリティー法」（Biosecurity Act 2015）
②輸入食品安全リスクを管理するための「輸入食品管理法」（Imported Food Control Act 1992）

（２）当該法律によりバイオセキュリティーと食品安全の２つの観点から輸入条件が設定され、豪農業・水産
業・林業省（DAFF）の検査官による輸入食品検査が行われる。

（３）その他、豪州では州のプラスチック包装規制強化が進み、また連邦政府でも規制強化を議論している
ことから、留意が必要。

バイオセキュリティー法 輸入食品管理法

・病害虫から豪州農業を守るため、
輸入条件（Import Condition)を設定

・輸入条件が検索できるデータベース
（BICON）をDAFFが運用管理。
※2025年６月から食品安全基準も追加

・当該データベース上の輸入条件に沿っ
ているか各検査官が判断

・輸入食品安全リスクを管理するた
め、輸入食品検査スキーム（IFIS)

を運用

・豪州NZ食品標準機関（FSANZ)の食
品安全基準
①食品基準規約（Food standard 

code)（アレルゲン、添加物等）
②原産地ラベル情報規約（ラベル
表示）

に沿っているか各検査官が判断

（参考）DAFFホームページ https://www.agriculture.gov.au/biosecurity-trade/import/goods/food/legislation 1
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２．BICON（バイオセキュリティ輸入条件データベース）

（１）DAFFが作成するバイオセキュリティ輸入条件データベース（BICON：バイコン）には 

20,000 以上の動植物、食品などに関するオーストラリアの輸入条件が掲載されている。 

（URL: https://bicon.agriculture.gov.au/）
（２）食品の輸入検査に当たり、BICONの輸入条件をベースとしてDAFFの検査官が確認する

ため、当該輸入条件を遵守する必要。
（３）2025年６月15日から、バイオセキュリティー輸入条件（ biosecurity import conditions）に加え、輸

入食品安全基準（food safety requirements）についても検索可能となった。
（https://bicon.agriculture.gov.au/ViewElement/Element/Alert?elementPk=2352612）

（参考）BICONホームページ、JETRO 2

キーワードやタリフコード
（HSコード）等で輸入条件が
検索できる。
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２．BICON（バイオセキュリティ輸入条件データベース）

（参考）BICONホームページ 3

いちごの例

①Biosecrity condition

②Food safety requirement

２つのタブが表示されるため、
検索したい方をクリック

※Food Safety Requirement は「Fruit」や「Fish and fish products｝
などのバイオセキュリティーより大枠の分類から絞り込んでいく。
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３．バイオセキュリティー法による輸入条件

（１）畜肉、水産品、青果物、卵、乳、ナッツ、きのこ等の食品の輸入時は要注意
（２）原材料一つ一つに対して、BICONで確認する必要がある。

（参考）BICONホームページ、JETRO 4
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３．バイオセキュリティー法による輸入条件（詳細①）

（参考）JETRO
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３．バイオセキュリティー法による輸入条件（詳細②）
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３．バイオセキュリティー法による輸入条件（詳細③）
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３．バイオセキュリティー法による輸入条件（詳細④）
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４．豪州NZ食品基準機関（FSANZ）コード

（１）バイオセキュリティーに関する輸入条件に加え、輸入食品についても、食品のリスク評価を行う「豪
州NZ食品基準機関」（FSANZ）が定める規約（Code)に従う必要があり、DAFFの輸入食品検査スキーム
（IFIS）による食品リスクに応じたサンプリング検査等により、DAFFの検査官によりFSANZコードの適
合性が判断される。

（２）FSANZコードにおいては、ラベル表示やアレルゲン表示ルール、使用できる食品添加物、細菌、毒性
物質の基準量等が定められている。

（参考）https://www.foodstandards.gov.au/food-standards-code/legislation#chapter1
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５－1．輸入食品検査スキーム（IFIS) による輸入食品検査

（１）輸入食品管理法による輸入食品検査スキーム（IFIS) による輸入食品について食品安全検査が行われ
る。

（２）IFISでは食品のリスクにより①Risk food②Surveillance foodに分類され、それぞれのリスクに応じた
サンプリングや検査が行われる。

①Risk food：牛肉、牛肉製品、未調理干し肉・ソーセージ、加工肉、家禽肉・パテ・レバー、生乳チーズ、
 甲殻類、魚（アジ科・ニシン科・シイラ科・カタクチイワシ科・ムツ科・サンマ科・サバ
 科）、調理せず食べる（Ready to Eat)魚製品、二枚貝、ワカメ・昆布・ひじき・もずく、
ピーナッツ、ピスタチオ、ごま、ベリー類、ザクロ仮種皮・種、乾燥パプリカ、こしょう、
 禁止植物・藻、キャッサバチップス、人の乳・乳製品、カフェイン混入食品（固体５％、液
 体１％以上）、カヴァ製品
（注１）肉類はレトルトは除かれるなど除外されるものもあるので、詳しくは、Imported Food Control Order, 

Schedule1（https://www.legislation.gov.au/F2019L01233/latest/text) 参照
  （注２）赤字は外国政府の衛生証明書、青字は「食品衛生管理証明書（ISO22000 等）」の添付が必要（二枚貝は未施行）。
  （注３）検査対象リスクは、ヒスタミン、リステリア、A型肝炎ウィルスなど品目による。

検査頻度：100％検査から開始し、生産者・タリフコードごとに法令遵守履歴がシステムに蓄積。
５回続けて検査をパスすれば25％、更に20回パスすれば５％抽出調査に減少。
（ただし、検査不合格が見つかれば、100％に戻る）

法令遵守履歴：輸入者ではなく生産者ベースで蓄積。商業的輸入であれば少量の輸入でも蓄積。

（参考）DAFFホームページ https://www.agriculture.gov.au/biosecurity-trade/import/goods/food/inspection-testing/ifis

②Surveillance food：Risk food以外の食品

検査頻度：一律５％
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５－２．ヒスタミン感受性魚類の留意点

（１）近年、日本からの魚類の輸入の増加に伴い、特にRisk food であるヒスタミン感受性魚類
（Histamine Susceptible fish：アジ科・ニシン科・シイラ科・カタクチイワシ科・ムツ科・サンマ科・
サバ科の魚：特にブリ）の検査に時間を要し、商品が劣化する事例が散見される。

（２）検査による商品の劣化を回避する方法としては、例えば以下の対応が考えられる。

① Perishable foodのHold の例外（サンプル以外リリース）の早期活用
・原則として、検査対象となった貨物は分析サンプル以外も分析試験結果が出るまでHoldされるが、
例外として腐りやすい食品（Perishable food）の場合は、同一生産者・タリフコードで５回の検査
法令遵守履歴が蓄積されていれば（＝25％サンプリング）、分析サンプル以外は分析試験結果を待
たず、検査後にリリースされるようになる。

・従って、例えば、同一生産者・タリフコードの魚を少量（キロ単位）での商業輸出を行い、５回の
法令遵守履歴を蓄積した後に本格輸出をすることにより、廃棄リスクが軽減。

② 時間外検査（Overtime Inspection）の活用
・９月～１月は、クリスマス需要等に対する輸入が増加するため、立会検査・サンプルピックアップ
に時間を要する（成分検査自体の時間は変わらない）。

・このため、特に当該期間における鮮魚等の輸入に当たっては、時間外検査（追加料金15分65ドル程
度、通常立会検査に要する時間は45分～１時間程度）を申請し活用することも有効。

※ 2024年のピークデマンド期間のDAFFのImport Industry Advice Noticeによる注意喚起
（https://www.agriculture.gov.au/biosecurity- trade/import/industry-advice/2024/248-2024）

（参考）Imported Food Control Regulations 2019 第19条 （https://www.legislation.gov.au/F2019L01006/latest/text）
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５－２．ヒスタミン感受性魚類の留意点

③Food Import Compliance Agreement（FICA）の活用
・FICAは、ISO22000やコーデックスガイドラインに基づく食品安全管理システム（FSMS)を保有して
いる輸入者は、DAFFとの間でFICAを締結することができる。

・FICAをDAFFと締結した場合は、自社の食品輸入の通関手続を管理でき（成分検査を除く）、輸入
期間とコストを削減することが可能。

・一方、定期的にDAFFの監査を受ける必要があるため、一定の事務負担が生じる。
・申請方法等詳しい情報は、以下を参照。

https://www.agriculture.gov.au/biosecurity-trade/import/goods/food/how/fica

12



在豪日本国大使館

５－３．食品添加物（Food Additives)

（１）FSANZコードにおいては、食品添加物についてポジティブリスト（許可されている物質をリストアッ
プ）形式で、使用許容量とともにリストアップ。

（２）FSANZコードのSchedule 15においては許可されている食品添加物がリストアップされ、Schedule 16

においては、保存料、着色量、乳化剤等の機能別にリストアップ。また、Schedule 17はビタミン・ミ
ネラル、Schedule 18では加工助剤が記載。

（３）日本の食料産業センターは、「海外食品添加物規制早見表」を提供しており、豪州で許可されている
食品添加物が検索でき、利便性が高い（https://yushutukisei.com/food_additives_list/）。

（https://www.foodstandards.gov.au/food-standards-

code/legislation#chapter1） 13
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５－４．ラベル表示

（１）FSANZコードにおいて、食品表示方法を規定。パッケージには、全ての原材料、添加物、栄養分、
輸入業者の社名と連絡先、原産国など詳細の表示が必要。
※ FSANZコードChapter 1 に規定

（２）「アミノ酸等」「着色料」「酸味料」と少量の成分をまとめて表示することや、一般名称で表記する
こと不可で、全て詳細に記載する必要があるため注意。

（３）個包装された商品の場合、個包装の表面積が 30 ㎠以上であれば、個包装それぞれにもアレルゲンの
の表記が必要になる。

（出展：JETRO）
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５－４．ラベル表示（個包装アレルゲン規制の経緯）

（１）FSANZコード1.2.1-6個包装された商品の場合、個包装の表面積が 30 ㎠以上であれば、個包装それぞれ
にもアレルゲンの表記が必要になる。当該規制については２年の経過措置の後、2002年12月から導入
されており、導入後20年以上が経過しているが、近年当該規制のDAFF等によるエンフォースメントが
一部で厳しくなっている。

（２）仮に当該規制の適用除外を行うためには、Food Standards Australia New Zealand Act 1991

（FSANZACT）に基づき、企業又は業界団体がコードの改正をFSANZに対して申請する必要がある。
（３）前例を見ると2004年に食品産業の業界団体であるAFGC（Australian Food and Grocery Council）が、

Code改正の申請を行い、FSANZから拒絶された事例がある。
（https://www.foodstandards.gov.au/sites/default/files/food-standards-code/applications/Documents/A489%20Allergen%20labelling%20DAR.pdf）

（４）当該ケースでは、①products that require further preparation or heating②products that are sold frozen,

and are intended to be consumed in the frozen state は元の外袋と一体的に保管することから（それを見
ればアレルゲンを把握でき）リスクが少ないことから表面積30c㎡以上の場合でも適用除外すべきとの内容
であった。

（５）FSANZによるパブコメを踏まえたドラフト・アセスメントレポートによれば、
① 影響を受ける製品の範囲、公衆衛生へのリスク、リスクがある消費者の当該産品の消費や保存状況、
リスクがある消費者の個包装のラベルの利用度や信頼度等が不明であり、リスク消費者への影響を判断
するためのエビデンス・データが不十分であること、

② 17件の提出意見のうち賛成は申請者等からの３件のみで産業界からも反対意見があり意見も一致して
いない、また消費者団体や政府機関等から11件が消費者へのリスクが排除されないとして改正に反対で
あることなどから現状維持が適当であるとして、FSANZは申請を拒絶した。

（６）このため、当該コードの改正の申請のためには、当該コード改正の必要性を裏付ける科学的エビデンス
が必要不可欠であり、それを収集するコンサル料等の相応の費用と労力が必要であることに留意が必要。

※ 同様に新たな食品添加物についても、FSANZへの申請と認可が必要であり、安全性の根拠を示す科学的
根拠等の収集・提出が必要なことに留意が必要。

（出展：在豪大調べ） 15
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５－５．IFISで不合格とされた食品のDAFFによる公表

（１）IFISによるDAFFの検査により、基準値の超過等により不合格とされた商品についてDAFFのHPで月ごと
に公表されている。

（https://www.agriculture.gov.au/biosecurity-trade/import/goods/food/inspection-testing/failing-food-reports）

（２）不合格とされた商品は、Surveillance foodであっても再度検査をパスして法令遵守履歴を蓄積するまで
100％の検査となる。

（３）日本産の商品で、検査が不合格となる事例として、①昆布やワカメのヨウ素基準値超過（1,000mg/kg）
②紅麹等の認可されていない着色料の使用、③認可されていないビタミンの添加（ビタミンB12 等）、
④ヒスタミン値の超過 等が見られる。
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６－１．プラスチック包装規制（概要）

（１）食品のプラスチック包装については、各州において規制を行っているが、2022年頃からプラスチック
ごみ削減等の観点から規制を強化する法律が各州において成立し、３年程度の経過措置が終了する2025年
から順次規制が強化されている。

（２）各州の規制情報については、豪州の小売企業の業界団体である「The National Retail Association」が
各州の規制情報をまとめたチャートを公表し、リンクにより各州の関連HPを参照することが可能。

（３）また、2024年９～10月、連邦政府においてもパッケージング（容器包装）規制改革に係るコンサルテー
ションを実施。2025年に連邦政府が望ましい規制オプションを検討・決定する予定（詳細は後述）。
今後、業界等との詳細なコンサルテーションが実施される予定。

（https://www.nationalretail.org.au/resources/#policy）

関連項目をクリックすると各州等の情報が参照できる

・「The National Retail Association」の各州のパッケージ規制情報

17
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●発泡スチロールの食品容器（カップヌードル等）の使用が2025年からNSWで禁止、2026年からQLD州、VIC州
  で禁止されるなど、輸入食品に留意が必要。

（https://www.nationalretail.org.au/app/uploads/2024/03/National-Retail-Association-SUPs-summary-30-Apr-2025.pdf）

６－２．プラスチック包装規制（各州規制）

18
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●パッケージング（容器包装）規制改革に係るコンサルテーション・ペーパーの概要
（https://consult.dcceew.gov.au/reform-of-packaging-regulation）

１．提案された政策オプション（P16～）

（１）オプション１：現行の共同管理（Co-regulatory arrangement）の管理強化（P20～）

① 現行のAPCO （Australian Packaging Covenant Organisation）による管理スキーム、APCOによるNPTｓ(National Packaging Targets)を維持。

※管理団体APCOと企業（売上高年500万豪ドル以上）の契約（Covenant）に基づく産業側リードの共同管理。

② The APCO 2030 Strategic Planの維持 ※2026年度の新たな料金（eco-modulated fee）の導入等

③ 連邦と州政府による法令遵守と執行の強化（州等による契約参加の増加とフリーライダーの解決への対策） ④ ターゲットとする産業、消費者、コミュニティーの参画を促す教育の実施。

（２）オプション２：豪州共通の義務的パッケージング規制（P23～）

① 以下の豪州共通の義務的規制を導入。

（ア）リサイクルのためのパッケージング設計の義務的要求

・問題のあるパッケージング形態、懸念される化学物質、添加物に対する早期の禁止

※リサイクルを阻害するラベルやカーボンブラック、生分解性プラスチック、PFAS等の早期の禁止（P34、Appendix C参照）

・最低限のリサイクル性能を確保するための段階的禁止 ※最低リサイクル可能性基準（重量に占めるリサイクル可能な割合）の導入

（イ）最低リサイクル素材含有率の導入(段階的に率を増加。P42参照)

（ウ）リサイクル可能であることを示すラベル表示の義務化

② 政府が規制を管理し、APCOによる現行の共同管理は廃止。 ③ 義務を満たすための財政的措置はなし。

（３）オプション３：包装に関する拡大生産者責任制度（EPR）の導入（P25～）

① 豪州共通の義務的規制の導入

上記（２）①の規制を導入（「最低限のリサイクル性能を確保するための段階的禁止」を除く。ラベル表示には、リサイクル可能割合に応じた「リサイクル可能グレード」の記載を含む）

② エコ調整金（Eco-modulated fee）の導入（独、仏、イ等で導入）

調整金（リサイクル可能性に応じ素材ごとに割り当てられる料金✕市場流通量）の徴収による包装削減インセンティブの創出。

※リサイクル素材を用いた場合は調整金減額等のインセンティブあり。

③ 収集した調整金を収集、分別、加工能力向上等への投資やR＆D、教育、管理スキームに使用

④ 「スキーム管理者」が当該制度を管理し、政府は産業レベルでの収集・リサイクル等の目標設定と管理者の監督を行う。APCOによる現行の共同管理は廃止。

２．オプション横断の管理対象と義務等（P29～）

（１）全てのオプションにおいて規制対象を明確化する。①オプション１は執行強化により、②オプション２・３は、年間売上高基準、パッケージングの量、サプライチェーンの中の活動

に応じて管理対象を決定する。

（２）オプション２・３は、BtoC,BtoB,国内生産、輸入品の包装を対象とする。

回答者の80%以上が包装のコモンウェルス規制を支持、
65%がオプション3を支持。
今後オプション3をベースに検討が進む見込み。
（https://www.dcceew.gov.au/environment/protection/waste/packaging/
reforming-packaging-regulation/consultation-summary）

６－３．プラスチック包装規制（連邦規制）
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７．農林水産品の規制に関する協議の動向

（１）農林水産品の規制に関する協議については、リソースを最大限に活用し効果的・効率的に
協議を進めるため、
① 我が国における生産量・額が高く輸出の見込みがあること
②現地でのニーズ調査等により、輸出先国における需要が強く継続的な輸出が見込まれること
③ 農林水産業者又は食品事業者から強い輸出の意向が示されていること
④ 輸出先国の政府機関等との他の協議事項も鑑み早期に協議が整う可能性が高いこと
等を総合的に勘案して、関係大臣から構成される「農林水産物・食品輸出本部」が作成する
農林水産物及び食品の輸出の促進に関する実行計画（以下「実行計画」）に盛り込まれる。

（２）現在、DAFFとの間では、日本産の①サケ科魚類の輸出解禁、②メロンの輸出解禁、③ももの輸出解禁、
④リンゴの輸出における検疫条件の緩和（臭化メチル燻蒸の撤廃）について、協議されている。

（実行計画URL https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_action/keikaku.html）
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2025年2月

3月 4月 5月 6月 7月 8月以降

47 豪州 さけ科魚類の輸出解禁

・現在、豪州向けさけ科魚類（豪州側の規定に
よりアユを含む。）は疾病への懸念から一部
（加熱済さけ科製品）を除いて輸出できない。
・2024年10月に現地査察を実施。
・輸出解禁まで、シロサケ及びアユに関する疾
病発生状況調査を継続。

0.6億円 農林水産大臣

48 豪州 メロンの輸出解禁

・2024年10月に豪州側で検疫条件案を公表（２
か月間のパブリックコメント）。豪州側で検疫
条件の最終案を作成中。
・2026年6月以降に導入予定の食品衛生要件が
2024年10月に公表され、輸出要望県に情報共有
済み。
（茨城県及び静岡県が協議を要望）

0.19億円 農林水産大臣

49 豪州 ももの輸出解禁
日本から提出した情報を基に豪州側で病害虫リ
スク評価を実施中。
（福島県が協議を要望）

0.03億円 農林水産大臣

50 豪州

りんごの輸出における検疫
条件の緩和
（臭化メチルくん蒸の撤
廃）

日本から提出した情報を下に豪州側で病害虫リ
スク管理措置を検討中。
（岩手県が協議を要望）

0.03億円 農林水産大臣

輸出可能性 担当大臣No 現状
対象国
・地域

対象となる事項
対応スケジュール

農水省は、

・豪州に対して病害虫リスク評価の検討状況を適宜確認し、早期の回答を促す。

・豪州側から追加情報の提出要請があれば速やかに対応。

農水省は、豪州に対して検疫条件の最終案の作成、公表に係る進捗を適宜確認。
農水省は、豪州に対して国内手

続きの進捗を確認。

農水省は、食品衛生要件案については、輸出要望県に対し認証取得を検討するよう働きかける。

農水省は、シロサケ及びアユに関する疾病発生状況調査を実施。

農水省は、現地査察の結果を踏まえ、豪州側で審査後、追加情報の提出要請等があれば速やかに対応。

また、豪州側からの指摘等を踏まえ輸出に向けた体制を検討。

農水省は、

・豪州に対して病害虫リスク管理措置の検討状況を適宜確認し、早期の回答を促す。

・豪州側から追加情報の提出要請があれば速やかに対応。
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８．豪州市場への日本産食品輸出促進意見窓口

（１）豪州市場への日本産食品輸出促進意見窓口を開設。ご意見は今後の輸出促進施策に活用していきます。

（２）ご意見提出先のリンク：https://forms.office.com/r/Dr7yzWafg4
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９．関連リンク集

（１）JETROシドニー：農林水産物・食品日本からの輸出に関する制度
日本から農林水産物・食品を輸出するにあたり、オーストラリアの輸入に関する諸規制を、品目ごとに記載。

 https://www.jetro.go.jp/world/oceania/au/foods/exportguide/

（２）農林水産省：オーストラリアへの対応
豪州向け輸出食品に対する証明書や施設認定の申請、 豪州輸出食品に対するその他規制について記載。

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/australia_index.html

（３）豪農業・水産業・林業省（DAFF）
① バイオセキュリティー制度ポータル

https://www.agriculture.gov.au/biosecurity-trade/policy

② 輸入食品検査スキーム（IFIS) ポータル
https://www.agriculture.gov.au/biosecurity-trade/import/goods/food/inspection-testing/ifis

③ Import industry advice notices

輸入業者向けの輸入条件の変更情報やピークデマンドの注意喚起等が記載。メール購読も可能。

https://www.agriculture.gov.au/biosecurity-trade/import/industry-advice

（４）豪州NZ食品基準機関（FSANZ）
FSANZコード等

https://www.foodstandards.gov.au/food-standards-code

（５）The National Retail Association

各州プラスチックパッケージ規制情報や規制情報ウェビナー等を提供

https://www.nationalretail.org.au/

（６）豪気候変動エネルギー環境水省（DCCEEW）
連邦プラスチックパッケージ規制検討情報

https://www.dcceew.gov.au/environment/protection/waste/packaging/reforming-packaging-regulation
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